
コンサルタント会安全衛生講習会
令和元年６月１８日

新潟労働局労働基準部

健康安全課 佐藤 久夫

安全衛生行政の動向について



１ 労働災害の発生状況

２ 脳・心疾患、精神障害による労災補償の状況

３ 最近の安全衛生法等改正

・働き方改革関連法（安全衛生法関係）
・小型移動式クレーンの構造規格
・伐木等作業

本日の内容
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労働災害発生状況①（３０年全国・事故の型別・建設業）

土木工事 建築工事 その他の工事 合 計

墜落・転落 889(30) 3,313(88) 952(14) 5,154(132)

転倒 445(4) 865(2) 306(2) 1,616(8)

激突 181(1) 345 110 636(1)

飛来・落下 406(9) 756(12) 270(2) 1,432(23)

崩壊・倒壊 163(11) 237(7) 89(4) 489(22)

激突され 335(13) 355(2) 142(3) 832(18)

はさまれ・巻き込まれ 615(18) 771(11) 345(3) 1,731(32)

切れ・こすれ 278(3) 814 175 1,267(3)

交通事故（道路） 178(10) 259(11) 161(7) 598(28)

動作の反動・無理な動作 231 459 185 875

その他 168(11) 380(13) 196(16) 744(40)

合 計 3,889(110) 8,554(146) 2,931(51) 15,374(307)



労働災害発生状況➁（３０年全国・事故の型別・製造業）

食料品 化学・窯
業

金属製品 機械 その他 合 計

墜落・転落 668(6) 487(1) 427(6) 581(10) 868(7) 3,031(30)

転倒 2,531 565(2) 397 881(3) 1,263(1) 5,637(6)

激突 365 182 179 249 328 1,303

飛来・落下 310 198(1) 627(2) 416(3) 472(6) 2,023(12)

激突され 233 140(2) 261 241(6) 299(7) 1,174(15)

はさまれ・巻き込
まれ

1,655(1) 877(14) 1,464(3) 1,156(8) 1,892(23) 7,044(49)

切れ・こすれ 933 199 325 302 775(1) 2,534(1)

交通事故（道路） 70(1) 40(1) 34 79(5) 100(2) 323(9)

動作の反動 760 331 280 591 619 2,581

その他 637(2) 277(14) 438(13) 387(13) 453(18) 2,192(60)

合 計 8,162(10) 3,296(35) 4,432(24) 4,883(48) 7,069(65) 27,842(18
2)



労働災害発生状況③（30年全国・事故の型別）

道路貨物運送 林 業 卸・小売業 清掃業等

墜落・転落 4,205(12) 174(6) 2,207(8) 1,229(19)

転倒 2,319(1) 160(2) 6,007(2) 2,244(5)

激突 1,043(2) 39 822(1) 385

飛来・落下 681(5) 224(4) 690 215(2)

激突され 691(3) 287(11) 535(3) 199(2)

はさまれ・巻き込まれ 1,485(9) 85(2) 1,224(6) 661(6)

切れ・こすれ 157 237 1,163 230

交通事故（道路） 864(45) 7(1) 1,804(41) 206(7)

動作の反動・無理な動作 2,153 48 2,398(1) 753

その他 778(16) 81(5) 947(11) 328(9)

合 計 14,376(93) 1,342(31) 17,797(73) 6,450(50)



労働災害発生状況➃（３０年全国・事故の型別）

医療保健業 社会福祉施設 旅館業 飲食店

墜落・転落 242 625(4) 264(3) 324(2)

転倒 1,332 3,321(1) 761 1,467

激突 139 438 111 191

飛来・落下 34 106 46 164(1)

激突され 105 337 30 45

はさまれ・巻き込まれ 135 196(1) 54 190

切れ・こすれ 60 230 86 1,154

交通事故（道路） 94(2) 543(1) 16(1) 184(1)

動作の反動・無理な動作 986 3,186 165 409

その他 267 532(2) 150 887(1)

合 計 3,394(2) 9,545(9) 1,638(2) 5,015(5)



業務上疾病の発生状況（３０年・全国）

製造業 建設業 運輸交
通

清掃業
等

保健衛
生

その他 合計

腰痛 680 147 654 144 1,382 1,396 4,403

負傷起因 199(2) 129(14) 125(1) 59(4) 127(2) 314(9) 953(32)

物理因子 322(5) 248(10) 197(4) 84 28 545(11) 1,424(30)

作業態様 184 34 132 29 222 355(2) 956(2)

化学物質 118(7) 59(2) 5 20(1) 7 45 254(10)

じん肺 75 57 0 0 0 33 165

病原体 9 6 15 2 100 39 171

その他 44(9) 28(4) 46(10) 9(1) 28(2) 93(12) 248(38)

合計 1,631(23) 708(30) 1,174(15) 347(6) 1,894(4
)

2,820(34) 8,574(112
)



２ 脳・心臓疾患、精神障害による
労災認定状況



脳・心臓疾患の認定要件について

「業務による明らかな」「過重負荷」を受けたことによ
り発症した脳・心臓疾患は、業務上の疾病として取
り扱う。

「業務による明らかな」とは、発症の有力な原因とな
る過重負荷が業務によることがはっきりしていること。

「過重負荷」とは、医学経験則に照らして発症の基礎
となる血管病変等を自然経過を超えて著しく増悪さ
せ得ることが客観的に認められる負荷をいう。

具体的には次の３つ



過重負荷とは

• 発症直前から前日までの間において、発生状態を時間的
及び場所的に明確にし得る異常なできごとに遭遇したこと

（その１）異常なできごと

• 発症に近接した時期において、特に過重な業務に就労し
たこと

（その２）短期間の過重業務

• 発症前の長期間にわたって、著しい疲労の蓄積をもたら
す特に過重な業務に就労したこと

（その３）長期間の過重業務



対象となる疾病

•脳内出血（脳出血）

• くも膜下出血

•脳梗塞

•高血圧性脳症

脳血管疾患

•心筋梗塞

•狭心症

•心停止（心臓性突然死を含む）

•解離性大動脈瘤

虚血性心疾患



脳・心臓疾患の労災補償状況
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脳・心臓疾患の年齢別請求、支給決定件数（平成２９年度）

請求件数 うち死亡 支給決定件数 うち死亡

１９歳以下 ０ ０ ０ ０

２０～２９歳 １7 ９ ３ ２

３０～３９歳 ６４ ２６ ２４ １３

４０～４９歳 ２３０ ７４ ９７ ４１

５０～５９歳 ２９０ ８１ ９７ ２９

６０歳以上 ２３９ ５１ ３２ ７

合計 ８４０ ２４１ ２５３ ９２



１箇月平均の時間外労働時間数別脳・心臓疾患での支給
決定件数

２８年度 うち死亡 ２９年度 うち死亡

４５時間未満 ０ ０ ０ ０

４５～６０時間未満 ０ ０ ２ １

６０～８０時間未満 １４ ９ １１ ５

８０～１００時間未満 １０６ ５１ １０１ ３８

１００～１２０時間未満 ５７ １９ ７６ ２６

１２０～１４０時間未満 ３６ １５ ２３ １１

１４０～１６０時間未満 １８ ５ １６ ６

１６０時間以上 １７ ７ ２０ ３

その他 ※ １２ １ ４ ２

合計 ２６０ １０７ ２５３ ９２



認定要件

（１）対象疾病を発病していること。

（２）対象疾病の発病前おおむね６箇月間に、
業務による強い心理的負荷が認められること。

（３）業務以外の心理的負荷及び個体側要因に
より対象疾病を発病したとは認められないこ
と。



対象とされる精神障害

国際疾病分類第Ⅴ章「精神および行動の障害」
のうちＦ２～Ｆ４に分類される精神障害

統合失調症、統合失調型障害および妄想性障害

気分〔感情〕障害

神経症性障害、ストレス関連障害および身体表
現性障害



精神障害等の労災補償状況
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精神障害等の年齢別請求、支給決定件数（平成２９年度）

請求件数 うち自殺 支給決定件数 うち自殺

１９歳以下 １７ ２ ６ ２

２０～２９歳 ３６３ ５６ １１４ １６

３０～３９歳 ４４６ ６２ １３１ ２６

４０～４９歳 ５２２ ５２ １５８ ３６

５０～５９歳 ３１８ ３７ ８２ １５

６０歳以上 ６６ １２ １５ ３

合計 １７３２ ２２１ ５０６ ９８



１箇月平均の時間外労働時間数別精神障害等での
支給決定件数

２８年度決定 うち自殺 ２９年度決定 うち自殺

２０時間未満 ８４ ５ ７５ ７

２０～４０時間未満 ４３ ８ ３５ １０

４０～６０時間未満 ４１ １０ ３５ １０

６０～８０時間未満 ２４ ３ ３３ １０

８０～１００時間未満 ２３ １１ ３３ １１

１００～１２０時間未満 ４９ １２ ４１ １２

１２０～１４０時間未満 ３８ ８ ３５ １０

１４０～１６０時間未満 １９ ５ ２６ ９

１６０時間以上 ５２ １９ ４９ １２

その他 ※ １２５ ３ １４４ ７

合計 ４９８ ８４ ５０６ ９８



決定されたもののうち、支給決定件数が多い
もの（出来事別・２９年度）

① ひどい嫌がらせ・いじめ（８８件・４７．３％）

② 仕事内容・仕事量の大きな変化（６４件・３４．
４％）

③ 特別な出来事（６３件・１００％）

④ 悲惨な事故や災害の体験（６３件・６３．６％）

⑤ ２週間以上にわたって連続勤務を行った（４８
件・６７．６％）



３ 最近の安全衛生法等改正
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労働安全衛生法等の改正について

見直しの内容

施行期日

2019年４月1日

① 労働時間の状況の客観的把握の義務付け
② 長時間労働を行った労働者に対する医師による面接指導の強化・拡充
③ 産業医・産業保健機能の強化

・産業医の独立性・中立性の強化
・労働者の健康管理等に必要な情報の産業医への提供等
・産業医の勧告の実効性の確保
・健康情報の取扱いルールの明確化・迅速化
・労働者に対する健康相談の体制整備
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① 労働時間の状況の客観的把握の義務付け

労働時間の状況を客観的に把握することで、

長時間働いた労働者に対する、医師による面接指導 ※ を確実に実施します。

※労働安全衛生法に基づいて、残業が一定時間を超えた労働者から申出があった場合、使用者は医師

による面接指導を実施する義務があります。

（現在）

● 割増賃金を適正に支払うため、労働時間を客観的に把握することを通達で規定
→ 裁量労働制が適用される人などは、この通達の対象外

【理由】
・裁量労働制の適用者は、みなし時間※に基づき割増賃金の算定をするため、通達の対

象としない。
・管理監督者は、時間外・休日労働の割増賃金の支払義務がかからないため、通達の対

象としない。

（改正後）

健康管理の観点から、裁量労働制が適用される人や管理監督者も含め、
すべての人の労働時間の状況が客観的な方法その他適切な方法で把握されるよう
法律で義務づけます。

※「みなし(労働)時間」とは、実際の労働時間にかかわらず、あらかじめ定め
られた時間労働したものとみなすことをいいます。
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労働時間の適正な把握について
⚫労働基準法においては、労働時間、休日、深夜業等について規定を設けているこ

とから、使用者には、労働時間を適正に把握するなど労働時間を適切に管理する
責務があります。

⚫「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」
（平成29年）では、使用者が講ずべき措置を具体的に明らかにしています。

⚫このガイドラインでは、管理監督者やみなし労働時間制が適用される労働者は対
象外となっていますが、今回の法改正においては、長時間労働者に対する医師に
よる面接指導の履行確保を図るため、労働安全衛生法を改正し、これらの方の労
働時間の状況※についても、労働安全衛生規則に規定する方法で把握しなければな
らないこととなりました。
※労働時間の状況･･･いかなる時間帯にどのくらいの時間、労務を提供しうる状態にあったかという概念。

⚫労働時間の状況の把握は、タイムカードによる記録、PC等の使用時間の記録等の
客観的な方法や使用者による現認が原則となります。これらの方法をとることが
できず、やむを得ない場合には、適正な申告を阻害しない等の適切な措置を講じ
た上で自己申告によることができます。

⚫事業者は、労働時間の状況の記録を作成し、３年間保存する必要があります。

「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」

☞ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/roudouzikan/070614-2.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/roudouzikan/070614-2.html
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② 長時間労働を行った労働者に対する医師による面接指導の強化・拡充

【一般労働者、研究開発業務に従事する労働者の場合】

休憩時間を除き１週間当たり４０時
間を超えて労働させた時間※が１か月
当たり８０時間を超えた労働者

疲労の蓄積が認められる労働者

かつ

当
該
労
働
者
の
申
出

医
師
に
よ
る

面
接
指
導
の
実
施

※ １月当たりの時間外・休日労働の算定は、次の式により計算します。
１か月の総労働時間数（所定労働時間数+延長時間数+休日労働時間数）－（１か月の総暦日数/7）× 40

【研究開発業務に従事する労働者の場合】

休憩時間を除き１週間当たり４０時
間を超えて労働させた時間※が１か月
当たり100時間を超えた労働者

当
該
労
働
者
の
申
出

医
師
に
よ
る

面
接
指
導
の
実
施

要件とならず

※ 高度プロフェッショナル制度の対象労働者に
ついては、現在厚生労働省において審議中です。

※
 

労
働
者
の
受
診
義
務

あ
り
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長時間労働を行った労働者に対する医師による面接指導のポイント

労働者に労働時間に関する情報を通知することが義務付けられます。

事業者は、医師による面接指導の結果（記録を作成して5年間保存）に基づいて措置を
講ずる場合には、医師の意見を聴き、当該意見を勘案しなりません。

事業者は、医師の意見を勘案して必要があると認めるときは、就業場所の変更、職務
内容の変更、有給休暇（年次有給休暇を除く。）の付与、労働時間の短縮、深夜業の回
数の減少等の措置を講じなければなりません。

休憩時間を除き１週間当たり４０時間を超えて労働させた時間が１か月当たり80時間
を超えた労働者に対し、速やかに当該超えた時間に関する情報を通知しなければなりま
せん。

さらに、産業医に対しても当該超えた時間に関する情報を提供しなければなりません。

医師による面接指導の結果に基づき必要な措置を講ずる際の留意点

※ この通知は、管理監督者及びみなし労働時間制が適用される労働者を含め、すべての労働者に対して行う
必要があります。（なお、研究開発業務に従事する労働者で当該超えた時間が１カ月当たり100時間を超
えた労働者及び高度プロフェッショナル制度の対象労働者 は除きます。）

※ 1か月当たり80時間を超えない労働者についても、労働時間に関する情報について開示の求めがあれば、
開示することが望まれます。



長時間労働者に対する面接指導等の流れ
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の
申
出

拡 充

事
業
者
が
産
業
医
等
に
よ
る
面
接
指
導

事
業
者
が
産
業
医
等
か
ら
労
働
者
の
措
置
等
の
意
見
を
聴
く

事
業
者
が
産
業
医
等
の
意
見
を
踏
ま
え
て
必
要
な
措
置
を
講
じ
る

事業者が産業医
に措置内容を情
報提供

新 規

勧告を行う場合
は産業医が事業
者からあらかじ
め意見を求める

新 規

産業医が労働者の
健康を確保するた
めに必要があると
認める場合は事業
者に勧告

事業者が産業医
の勧告の内容等
を衛生委員会に
報告

新 規
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③ 「産業医・産業保健機能」の強化

① 産業医の活動環境の整備

新たに労働安全衛生法に産業医の理念として、 「必要な医学に関する知識に基づ
いて、誠実にその職務を行う」ことが規定され、産業医は独立性・中立性をもって
その職務を行うことが法定化されました。

また、産業医の権限が明確にされるとともに、産業医は必要な医学に関する知識
及び能力の維持向上に努めなければならないことも明確化されました。

【産業医の権限】
① 事業者または総括安全衛生管理者に対して意見を述べること。
② 労働者の健康管理等を実施するために必要な情報を労働者から収集すること。
③ 労働者の健康を確保するため緊急の必要がある場合において、労働者に対して必要な措置

をとるべきことを指示すること。

④ 衛生委員会等に対して労働者の健康を確保する観点から、必要な調査審議を求めること。

産業医の独立性・中立性の強化

長時間労働者等の健康確保対策の強化

事業者には、産業医の勧告を受けたときは、遅滞なく、勧告の内容等を衛生委員
会等に報告しなければなりません。

事業者は、産業医等による労働者からの健康相談に応じ、適切に対応するために
必要な体制整備等を講ずるように努めなければなりません。
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産業医等を選任した事業者は、その事業場における産業医等の業務の内容などを
常時作業場の見やすい場所に掲示し、または備え付けること等により労働者に周知
させなければなりません。

産業医の業務内容等の周知

労働者に周知させなければならない内容

① 産業医の業務の具体的な内容
② 産業医に対する健康相談の申出の方法
③ 産業医による労働者の心身の状態に関する情報の取扱いの方法

労働者への周知の方法

① 常時作業場の見やすい場所に掲示し、または備え付けること
② 書面を労働者に交付すること
③ 磁気テープ、磁気ディスクその他これらに準ずる物に記録し、かつ、各作業場に労働

者が当該記録の内容を常時確認できる機器を設置すること
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② 労働者の健康管理等に必要な情報の産業医への提供等

産業医等を選任した事業者は、産業医に対し、労働時間に関する情報等
を提供しなければなりません。

（現在） （改正後）

産業医は、労働者の健康を
確保するために必要がある
と認めるときは、事業者に
対して勧告することができ
ます。

事業者から産業医への情報提供を充実・
強化します。

事業者は、長時間労働者の状況や労働者の業務の状
況など産業医が労働者の健康管理等を適切に行うた
めに必要な情報を提供しなければなりません。

産業医に対して提供する情報

① すでに講じた健康診断実施後の措置、長時間労働者に対する面接指導実施後の措置若しく
はストレスチェックの結果に基づく面接指導実施後の措置または講じようとするこれらの措
置の内容に関する情報（これらの措置を講じない場合にあっては、その旨及びその理由）

② 休憩時間を除き１週間当たり40時間を超えて労働させた場合におけるその超えた時間が１
月当たり80時間を超えた労働者の氏名及び当該労働者に関する作業環境、労働時間に関する
情報、深夜業の回数及び時間数等の情報

③ ①、②に掲げるもののほか、労働者の業務に関する情報であって産業医が労働者の健康管
理等を適切に行うために必要と認められるもの
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産業医の活動と衛生委員会との関係を強
化します。事業者は、産業医から勧告

を受けた場合は、その勧告
を尊重する義務があります。

③ 産業医の勧告の実効性の確保

（現在）
（改正後）

事業者は、産業医から受けた勧告の内容を事業場の
労使や産業医で構成する衛生委員会に報告すること
としなければならないこととし、衛生委員会での実
効性のある健康確保対策の検討に役立てます。

産業医の勧告が、その趣旨も含めて事業者に十分に理解され、かつ、適切に共有
されることにより、労働者の健康管理等のために有効に機能するよう、産業医は、
勧告をしようとするときは、あらかじめ、当該勧告の内容について事業者の意見を
求めることとされました。

事業者は産業医から勧告を受けた後遅滞なく、当該勧告
の内容及び講じた(講じようとする）措置の内容等を衛生
委員会等に報告しなければなりません。

併せて、事業者は衛生委員会等の意見及び当該意見を踏まえて講じた措置の内容
を記録し、３年間保存しなければなりません。
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④ 健康情報の取扱いルールの明確化・迅速化

事業者が健康診断、面接指導、ストレスチェック等の結果等から、必要な労働者
の心身の状態に関する情報を取得し、労働者の健康と安全を確保することが求めら
れています。

事業者は、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合を除き、
これらの情報の収集し、保管し、または使用するに当たっては、労働者
の健康の確保に必要な範囲内で取扱うことが義務付けられました。

また、事業者はこれらの情報を適正に管理するために必要な措置
を講じなければならないことが義務付けられるとともに、厚生労働
大臣が事業者が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るため必要
な指針を公表しました。

労働者にとって機微な情報も含まれていることに注意が必要



①労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱うこ
とができる健康情報は労働者に周知した上で取得

②労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱うこ
とができない健康情報は、本人同意を得た上で取得 人事労務管理者

労
働
者
の
健
康
情
報

産業医

労働者の上司

健康管理担当者

労働者等の安全・健康
確保の範囲内で健康情
報を使用

事業場ごとの取扱規程の策定・周知・運用により、以上のスキームを実現

必要に応じて健康情報を加工

産業保健部門

人事労務管理部門等

＜指針のポイント＞

＜指針の目的＞
○労働者が、不利益な取扱いを受けるという不安を抱くことなく、安心して産業医等によ

る健康相談等を受けられるようにする。
○事業者が、必要な情報を取得して、労働者の健康確保措置を十全に行えるようにする。

（労働者の全健康情報を取得）

労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために
事業者が講ずべき措置に関する指針①

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwikoqn-rOrUAhUKO7wKHd6MDpwQjRwIBw&url=http://free-illustrations.gatag.net/tag/%E5%8C%BB%E8%80%85-%E5%8C%BB%E5%B8%AB-%E3%83%89%E3%82%AF%E3%82%BF%E3%83%BC&psig=AFQjCNHIVfaJSw7iij2Jyn7yoDOKJMfX5A&ust=1499076419085167


労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために
事業者が講ずべき措置に関する指針②

健康情報の分類 本人同意の取得等

① 労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱
うこととされている健康情報

例）健康診断の受診・未受診の情報、面接指導の申出の有無、
健康診断の事後措置について医師から聴取した意見等

取り扱う目的及び取扱方法等について、
労働者に周知した上で収集する。

② 労働安全衛生法令に基づき事業者が労働者本人
の同意を得ずに収集することが可能である健康情
報

例）健康診断の結果（法定の項目）、面接指導の結果等

取り扱う目的及び取扱方法等について、
労働者に周知した上で収集する。また、
収集時に労働者の十分な理解を得ること
が望ましい。
（事業場の状況に応じて「情報を取り扱
う者を制限」「情報を加工」等の適切な
取扱いを取扱規程に定める。）

③ 労働安全衛生法令において事業者が直接取り扱
うことについて規定されていない健康情報

例）健康診断の結果(法定外項目)、保健指導の結果、健康相談
の結果等

個人情報保護法に基づき、労働者本人
の同意を得なければなりません。



35

事業者は、労働者の健康
相談等を継続的かつ計画
的に行う必要があります。
（努力義務）

（現在）

産業医等による労働者の健康相談を強化し
ます。

（改正後）

事業者は、産業医等が労働者からの健康相談に応じる
ための体制整備に努めなければならないこととします。

⑤ 労働者に対する健康相談の体制整備

事業者は、産業医等が労働者からの健康相談に応じ、
適切に対応するために必要な体制の整備その他の必要な
措置を講ずるように努めなければならないこととされま
した。(努力義務)
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改正労働安全衛生法に関する留意点

事業場で定める基準の策定は、衛生委員会等における調査審議の内容を踏まえて
決定するとともに、長時間労働に係る医学的知見を考慮し、以下の点に十分留意し
ましょう。

事業場で定める必要な措置に係る基準の策定

◆時間外・休日労働が月80時間を超えた全ての労働者に面接指導を実施するよう
基準の策定に努めましょう。

◆時間外・休日労働が月45時間超の労働者について、健康への配慮が必要な者の
範囲と措置について検討し、それらの者が措置の対象となるように基準を策定
することが望まれます。

長時間労働者に対する面接指導等の実施に当たって

月80時間超の時間外・休日労働をさせた事業場またはそのおそれがある事業場等
においては、衛生委員会等で調査審議のうえ、以下の事項を図りましょう。

◆面接指導の申出様式の作成、申出窓口の設定など申出手続を行うための体制の
整備

◆労働者に対し、申出方法等の周知徹底
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ご安全に
ご健康に

43

ご清聴ありがとうございました。


